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株主各位

証券コード7601
2025年９月30日

株 主 各 位
広島市安佐北区安佐町大字久地665番地の１

株式会社
代表取締役社長 岡 田 礼 信

当社ウェブサイト 　　　　　　　　https://www.poplar-cvs.co.jp/

株主総会資料　掲載ウェブサイト 　https://d.sokai.jp/7601/25261217/

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

臨時株主総会および普通株主による種類株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社臨時株主総会および普通株主による種類株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご通知申しあげます。
　本臨時株主総会には、第１号議案「定款一部変更の件」を議案として上程いたしますが、本
議案につきましては、会社法第322条第１項第１号に基づく決議をいただくため、普通株主に
よる種類株主総会を併せて開催いたします。
　本臨時株主総会および普通株主による種類株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内
容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社
ウェブサイトに「臨時株主総会および普通株主による種類株主総会招集ご通知」として掲載してお
りますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげ
ます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘
柄名（ポプラ）または証券コード（7601）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/ＰＲ情
報」を選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください
ますようお願い申しあげます。
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株主各位

１．日 時 2025年10月16日（木曜日）午前10時
２．場 所 広島市中区加古町４－17

ＪＭＳアステールプラザ　２階多目的スタジオ
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照いただき、お間違えのないようご
注意ください。）

３．目 的 事 項
（臨時株主総会）

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 第三者割当による種類株式（B種種類株式）発行の件
第３号議案 資本金および資本準備金の額の減少の件
第４号議案 特定の株主（株式会社ローソン）からの自己株式取得の件

（普通株主による種類株主総会）
決 議 事 項

議案 定款一部変更の件

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）にて議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、後記の「議決権行使について
のご案内」をご参照いただき、2025年10月15日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前述インターネット上の当社ウェブサイトおよび東証
ウェブサイトにおいて、その旨、修正前の事項および修正後の事項を掲載いたします。

◎本臨時株主総会および普通株主による種類株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわら
ず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

開催日時 行使期限 行使期限

2025年10月16日（木曜日）
午前10時（受付開始:午前9時）

2025年10月15日（水曜日）
午後6時入力完了分まで

2025年10月15日（水曜日）
午後6時到着分まで

議決権行使書のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
（臨時株主総会）
第１、２、３、４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

（普通株主による種類株主総会）
議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。
・インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取

り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものと
してお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができま
す。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　
議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」を
入力
「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
第１条～第５条　（条文省略）

（発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、
36,174,072株とする。
２．当会社の発行可能種類株式総数は、各種類
の株式に応じてそれぞれ次のとおりとする。
普通株式　　　　　36,160,072株
Ａ種種類株式　　　　　 14,000株

第７条　　　　　（条文省略）

（単元株式数）
第８条　当会社の普通株式の単元株式数は100
株とし、Ａ種種類株式の単元株式数は１株とす
る。

第９条～第11条　　（条文省略）

第１条～第５条　（現行どおり）

（発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、
36,180,472株とする。
２．当会社の発行可能種類株式総数は、各種類
の株式に応じてそれぞれ次のとおりとする。
普通株式　　　　　36,160,072株
Ａ種種類株式　　　　　 14,000株
Ｂ種種類株式　　　　　　6,400株

第７条　（現行どおり）

（単元株式数）
第８条　当会社の普通株式の単元株式数は100
株とし、Ａ種種類株式およびＢ種種類株式の単
元株式数は１株とする。

第９条～第11条　（現行どおり）

　臨時株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由
第２号議案のＢ種種類株式の発行を可能とするために、新たな種類の株式としてＢ種種類株式を
追加し、Ｂ種種類株式に関する規定を新設するとともに、Ａ種種類株式に関する規定についても
所要の変更を行うものであります。
なお、本定款変更につきましては、第２号議案および第３号議案が原案どおり承認可決されるこ
とを条件といたします。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所）
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
第２章の２　Ａ種種類株式

（剰余金の配当）
第11条の２　当会社は、ある事業年度中に属す
る日を基準日として剰余金の配当をするとき
は、当該剰余金の配当の基準日（以下、配当基
準日という。）の最終の株主名簿に記載または
記録されたＡ種種類株式を有する株主（以下、
Ａ種種類株主という。）またはＡ種種類株式の
登録株式質権者（Ａ種種類株主と併せて、以
下、Ａ種種類株主等という。）に対し、第11条
の９第１項に定める支払順位に従い、Ａ種種類
株式１株につき、本条第２項に定める額の金銭
による剰余金の配当（かかる配当によりＡ種種
類株式１株当たりに支払われる金銭を、以下、
Ａ種優先配当金という。）を行う。なお、Ａ種
優先配当金に、各Ａ種種類株主等が権利を有す
るＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の
端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。
２．Ａ種優先配当金の額は、50,000円（以下、
払込金額相当額という。）に、以下に定める料
率（以下、Ａ種優先配当年率という。）を乗じ
て算出した額の金銭について、配当基準日の属
する事業年度の初日（ただし、当該配当基準日
が2024年２月末日に終了する事業年度に属する
場合は払込期日。同日を含む。）から、当該配
当基準日（同日を含む。）までの期間の実日数
につき、１年を365日（ただし、当該事業年度
に閏日を含む場合は366日。）として日割計算
を行うものとする（除算は最後に行い、円位未
満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四
捨五入する。）。

第２章の２　Ａ種種類株式

（剰余金の配当）
第11条の２　当会社は、ある事業年度中に属す
る日を基準日として剰余金の配当をするとき
は、当該剰余金の配当の基準日（以下、配当基
準日という。）の最終の株主名簿に記載または
記録されたＡ種種類株式を有する株主（以下、
Ａ種種類株主という。）またはＡ種種類株式の
登録株式質権者（Ａ種種類株主と併せて、以
下、Ａ種種類株主等という。）に対し、第11条
の16第１項に定める支払順位に従い、Ａ種種類
株式１株につき、本条第２項に定める額の金銭
による剰余金の配当（かかる配当によりＡ種種
類株式１株当たりに支払われる金銭を、以下、
Ａ種優先配当金という。）を行う。なお、Ａ種
優先配当金に、各Ａ種種類株主等が権利を有す
るＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の
端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。
２．Ａ種優先配当金の額は、50,000円（以下、
本第２章の２において、払込金額相当額とい
う。）に、以下に定める料率（以下、Ａ種優先
配当年率という。）を乗じて算出した額の金銭
について、配当基準日の属する事業年度の初日
（ただし、当該配当基準日が2024年２月末日に
終了する事業年度に属する場合は払込期日。同
日を含む。）から、当該配当基準日（同日を含
む。）までの期間の実日数につき、１年を365
日（ただし、当該事業年度に閏日を含む場合は
366日。）として日割計算を行うものとする
（除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで
計算し、その小数第２位を四捨五入する。）。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
(a)　配当基準日が2024年２月末日に終了する
事業年度に属する場合
　　年率5.5％
(b)　配当基準日が2025年２月末日に終了する
事業年度に属する場合
　　年率6.5％
(c)　配当基準日が2026年２月末日に終了する
事業年度に属する場合
　　年率７％
(d)　配当基準日が2027年２月末日に終了する
事業年度に属する場合および2028年２月末日に
終了する事業年度に属する場合
　　年率８％
(e)　配当基準日が2029年３月１日以降の日で
ある場合
　　年率７％
　ただし、当該配当基準日の属する事業年度中
の、当該配当基準日より前の日を基準日として
Ａ種種類株主等に対して剰余金の配当（Ａ種累
積未払配当金相当額（本条第４項に定める。）
の配当を除く。）が行われたときは、当該配当
基準日に係るＡ種優先配当金の額は、その各配
当における配当金の合計額を控除した金額とす
る。

第11条の２第３項　（条文省略）

４．ある事業年度に属する日を基準日としてＡ
種種類株主等に対して行われた１株当たりの剰
余金の配当（当該事業年度より前の各事業年度
に係るＡ種優先配当金につき本項に従い累積し
たＡ種累積未払配当金相当額の配当を除く。）
の総額が、当該事業年度に係るＡ種優先配当金
の額（当該事業年度の末日を基準日とする剰余

(a)　配当基準日が2024年２月末日に終了する
事業年度に属する場合
　　年率5.5％
(b)　配当基準日が2025年２月末日に終了する
事業年度に属する場合
　　年率6.5％
(c)　配当基準日が2026年２月末日に終了する
事業年度に属する場合
　　年率７％
(d)　配当基準日が2027年２月末日に終了する
事業年度に属する場合および2028年２月末日に
終了する事業年度に属する場合
　　年率８％
(e)　配当基準日が2028年３月１日以降の日で
ある場合
　　年率７％
　ただし、当該配当基準日の属する事業年度中
の、当該配当基準日より前の日を基準日として
Ａ種種類株主等に対して剰余金の配当（Ａ種累
積未払配当金相当額（本条第４項に定める。）
の配当を除く。）が行われたときは、当該配当
基準日に係るＡ種優先配当金の額は、その各配
当における配当金の合計額を控除した金額とす
る。

第11条の２第３項　（現行どおり）

４．ある事業年度に属する日を基準日としてＡ
種種類株主等に対して行われた１株当たりの剰
余金の配当（当該事業年度より前の各事業年度
に係るＡ種優先配当金につき本項に従い累積し
たＡ種累積未払配当金相当額の配当を除く。）
の総額が、当該事業年度に係るＡ種優先配当金
の額（当該事業年度の末日を基準日とする剰余
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
金の配当が行われると仮定した場合において、
本条第２項に従い計算されるＡ種優先配当金の
額をいう。ただし、かかる計算においては、本
条第２項ただし書の規定は適用されないものと
して計算するものとする。）に達しないとき
は、その不足額は、当該事業年度の翌事業年度
以降の事業年度に累積（本項に従い累積する金
額を、Ａ種累積未払配当金相当額という。）す
る。当会社は、Ａ種累積未払配当金相当額につ
いての剰余金の配当を、第11条の９第１項に定
める支払順位に従い、法令の定める範囲内にお
いて、翌事業年度以降に行われる剰余金の配当
と併せて、Ａ種種類株主等に対して行う。かか
る配当が行われるＡ種累積未払配当金相当額
に、各Ａ種種類株主等が権利を有するＡ種種類
株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じ
るときは、当該端数は切り捨てる。

（残余財産の分配）
第11条の３　当会社は、残余財産を分配すると
きは、Ａ種種類株主等に対し、第11条の９第２
項に定める支払順位に従い、Ａ種種類株式１株
につき、払込金額相当額に、Ａ種累積未払配当
金相当額および本条第３項に定めるＡ種日割未
払優先配当金額を加えた額（以下、Ａ種残余財
産分配額という。）の金銭を支払う。
　ただし、本項においては、残余財産の分配が
行われる日（以下、分配日という。）が配当基
準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準
日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点
までの間である場合は、当該配当基準日を基準
日とする剰余金の配当は行われないものとみな
してＡ種累積未払配当金相当額を計算する。な
お、Ａ種残余財産分配額に、各Ａ種種類株主等

金の配当が行われると仮定した場合において、
本条第２項に従い計算されるＡ種優先配当金の
額をいう。ただし、かかる計算においては、本
条第２項ただし書の規定は適用されないものと
して計算するものとする。）に達しないとき
は、その不足額は、当該事業年度の翌事業年度
以降の事業年度に累積（本項に従い累積する金
額を、Ａ種累積未払配当金相当額という。）す
る。当会社は、Ａ種累積未払配当金相当額につ
いての剰余金の配当を、第11条の16第１項に定
める支払順位に従い、法令の定める範囲内にお
いて、翌事業年度以降に行われる剰余金の配当
と併せて、Ａ種種類株主等に対して行う。かか
る配当が行われるＡ種累積未払配当金相当額
に、各Ａ種種類株主等が権利を有するＡ種種類
株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じ
るときは、当該端数は切り捨てる。

（残余財産の分配）
第11条の３　当会社は、残余財産を分配すると
きは、Ａ種種類株主等に対し、第11条の16第２
項に定める支払順位に従い、Ａ種種類株式１株
につき、払込金額相当額に、Ａ種累積未払配当
金相当額および本条第３項に定めるＡ種日割未
払優先配当金額を加えた額（以下、Ａ種残余財
産分配額という。）の金銭を支払う。
　ただし、本項においては、残余財産の分配が
行われる日（以下、分配日という。）が配当基
準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準
日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点
までの間である場合は、当該配当基準日を基準
日とする剰余金の配当は行われないものとみな
してＡ種累積未払配当金相当額を計算する。な
お、Ａ種残余財産分配額に、各Ａ種種類株主等
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が権利を有するＡ種種類株式の数を乗じた金額
に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は
切り捨てる。

第11条の３第２項～第11条の３第４項　（条文
省略）

（普通株式を対価とする取得請求権）
第11条の４　Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の
発行日以降いつでも、当会社に対して、本条第
２項に定める数の普通株式（以下、請求対象普
通株式という。）の交付と引換えに、その有す
るＡ種種類株式の全部または一部を取得するこ
とを請求すること（以下、普通株式対価取得請
求といい、普通株式対価取得請求をした日を、
以下、普通株式対価取得請求日という。）がで
きるものとし、当会社は、当該普通株式対価取
得請求に係るＡ種種類株式を取得するのと引換
えに、法令の許容する範囲内において、請求対
象普通株式を、当該Ａ種種類株主に対して交付
するものとする。

第11条の４第２項～第11条の４第３項　（条文
省略）

４．
(a)　以下に掲げる事由が発生した場合には、そ
れぞれ以下のとおり取得価額を調整する。
①　普通株式につき株式の分割または株式無償
割当てをする場合、次の算式により取得価額を
調整する。なお、株式無償割当ての場合には、
次の算式における「分割前発行済普通株式数」
は「無償割当て前発行済普通株式数（ただし、
その時点で当会社が保有する普通株式を除

が権利を有するＡ種種類株式の数を乗じた金額
に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は
切り捨てる。

第11条の３第２項～第11条の３第４項　（現行
どおり）

（普通株式を対価とする取得請求権）
第11条の４　Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の
発行日以降いつでも、当会社に対して、本条第
２項に定める数の普通株式（以下、本第２章の
２において、請求対象普通株式という。）の交
付と引換えに、その有するＡ種種類株式の全部
または一部を取得することを請求すること（以
下、本第２章の２において、普通株式対価取得
請求といい、普通株式対価取得請求をした日
を、以下、本第２章の２において、普通株式対
価取得請求日という。）ができるものとし、当
会社は、当該普通株式対価取得請求に係るＡ種
種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容
する範囲内において、請求対象普通株式を、当
該Ａ種種類株主に対して交付するものとする。

第11条の４第２項～第11条の４第３項　（現行
どおり）

４．
(a)　以下に掲げる事由が発生した場合には、そ
れぞれ以下のとおり取得価額を調整する。
①　普通株式につき株式の分割または株式無償
割当てをする場合、次の算式により取得価額を
調整する。なお、株式無償割当ての場合には、
次の算式における「分割前発行済普通株式数」
は「無償割当て前発行済普通株式数（ただし、
その時点で当会社が保有する普通株式を除
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調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数
分割後発行済普通株式数

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数
併合後発行済普通株式数

く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無
償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時
点で当会社が保有する普通株式を除く。）」と
それぞれ読み替える。

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の
翌日または株式無償割当ての効力が生ずる日
（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は
当該基準日の翌日）以降これを適用する。
②　普通株式につき株式の併合をする場合、次
の算式により、取得価額を調整する。

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる
日以降これを適用する。
③　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価
を下回る払込金額をもって普通株式を発行また
は当会社が保有する普通株式を処分する場合
（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引
換えに取得される株式もしくは新株予約権（新
株予約権付社債に付されたものを含む。以下、
本項において同じ。）の取得による場合、普通
株式を目的とする新株予約権の行使による場合
または合併、株式交換もしくは会社分割により
普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式
（以下、取得価額調整式という。）により取得
価額を調整する。取得価額調整式における「１
株当たり払込金額」は、金銭以外の財産を出資
の目的とする場合には、当該財産の適正な評価
額とする。調整後取

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数
分割後発行済普通株式数

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数
併合後発行済普通株式数

く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無
償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時
点で当会社が保有する普通株式を除く。）」と
それぞれ読み替える。

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の
翌日または株式無償割当ての効力が生ずる日
（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は
当該基準日の翌日）以降これを適用する。
②　普通株式につき株式の併合をする場合、次
の算式により、取得価額を調整する。

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる
日以降これを適用する。
③　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価
を下回る払込金額をもって普通株式を発行また
は当会社が保有する普通株式を処分する場合
（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引
換えに取得される株式もしくは新株予約権（新
株予約権付社債に付されたものを含む。以下、
本項において同じ。）の取得による場合、普通
株式を目的とする新株予約権の行使による場合
または合併、株式交換もしくは会社分割により
普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式
（以下、本第２章の２において、取得価額調整
式という。）により取得価額を調整する。取得
価額調整式における「１株当たり払込金額」
は、金銭以外の財産を出資の目的とする場合に
は、当該財産の適正な評価額とする。調整後取
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調整後取得価額＝調整前取得価額

（発行済普通株式数－
当会社が保有する
普通株式の数）

＋
新たに発行する
普通株式の数 ×１株当たり

払込金額
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合に
は当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株
主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該
基準日（以下、株主割当日という。）の翌日以
降これを適用する。なお、当会社が保有する普
通株式を処分する場合には、次の算式における
「新たに発行する普通株式の数」は「処分する
当会社が保有する普通株式の数」、「当会社が
保有する普通株式の数」は「処分前において当
会社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み
替える。

④　当会社に取得をさせることによりまたは当
会社に取得されることにより、下記(d)に定める
普通株式１株当たりの時価を下回る普通株式１
株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を
受けることができる株式を発行または処分する
場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かか
る株式の払込期日（払込期間を定めた場合には
当該払込期間の最終日。以下、本④において同
じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力
が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定
めた場合は当該基準日。以下、本④において同
じ。）に、また株主割当日がある場合はその日
に、発行または処分される株式の全てが当初の
条件で取得され普通株式が交付されたものとみ
なし、取得価額調整式において「１株当たり払
込金額」としてかかる価額を使用して計算され

調整後取得価額＝調整前取得価額

（発行済普通株式数－
当会社が保有する
普通株式の数）

＋
新たに発行する
普通株式の数 ×１株当たり

払込金額
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合に
は当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株
主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該
基準日（以下、株主割当日という。）の翌日以
降これを適用する。なお、当会社が保有する普
通株式を処分する場合には、次の算式における
「新たに発行する普通株式の数」は「処分する
当会社が保有する普通株式の数」、「当会社が
保有する普通株式の数」は「処分前において当
会社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み
替える。

④　当会社に取得をさせることによりまたは当
会社に取得されることにより、下記(d)に定める
普通株式１株当たりの時価を下回る普通株式１
株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を
受けることができる株式を発行または処分する
場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かか
る株式の払込期日（払込期間を定めた場合には
当該払込期間の最終日。以下、本④において同
じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力
が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定
めた場合は当該基準日。以下、本④において同
じ。）に、また株主割当日がある場合はその日
に、発行または処分される株式の全てが当初の
条件で取得され普通株式が交付されたものとみ
なし、取得価額調整式において「１株当たり払
込金額」としてかかる価額を使用して計算され
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る額を、調整後取得価額とする。調整後取得価
額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての
場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また
株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、
これを適用する。上記にかかわらず、取得に際
して交付される普通株式の対価が上記の時点で
確定していない場合は、調整後取得価額は、当
該対価の確定時点において発行または処分され
る株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取
得され普通株式が交付されたものとみなして算
出するものとし、当該対価が確定した日の翌日
以降これを適用する。
⑤　行使することによりまたは当会社に取得さ
れることにより、普通株式１株当たりの新株予
約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出
資される財産（金銭以外の財産を出資の目的と
する場合には、当該財産の適正な評価額とす
る。以下、本⑤において同じ。）の合計額が下
記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回
る価額をもって普通株式の交付を受けることが
できる新株予約権を発行する場合（新株予約権
無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約
権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合に
はその効力が生ずる日（新株予約権無償割当て
に係る基準日を定めた場合は当該基準日。以
下、本⑤において同じ。）に、また株主割当日
がある場合はその日に、発行される新株予約権
全てが当初の条件で行使されまたは取得されて
普通株式が交付されたものとみなし、取得価額
調整式において「１株当たり払込金額」として
普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と
新株予約権の行使に際して出資される財産の普
通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計
算される額を、調整後取得価額とする。調整後

る額を、調整後取得価額とする。調整後取得価
額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての
場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また
株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、
これを適用する。上記にかかわらず、取得に際
して交付される普通株式の対価が上記の時点で
確定していない場合は、調整後取得価額は、当
該対価の確定時点において発行または処分され
る株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取
得され普通株式が交付されたものとみなして算
出するものとし、当該対価が確定した日の翌日
以降これを適用する。
⑤　行使することによりまたは当会社に取得さ
れることにより、普通株式１株当たりの新株予
約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出
資される財産（金銭以外の財産を出資の目的と
する場合には、当該財産の適正な評価額とす
る。以下、本⑤において同じ。）の合計額が下
記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回
る価額をもって普通株式の交付を受けることが
できる新株予約権を発行する場合（新株予約権
無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約
権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合に
はその効力が生ずる日（新株予約権無償割当て
に係る基準日を定めた場合は当該基準日。以
下、本⑤において同じ。）に、また株主割当日
がある場合はその日に、発行される新株予約権
全てが当初の条件で行使されまたは取得されて
普通株式が交付されたものとみなし、取得価額
調整式において「１株当たり払込金額」として
普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と
新株予約権の行使に際して出資される財産の普
通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計
算される額を、調整後取得価額とする。調整後
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日
以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効
力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日があ
る場合にはその翌日以降、これを適用する。上
記にかかわらず、取得または行使に際して交付
される普通株式の対価が上記の時点で確定して
いない場合は、調整後取得価額は、当該対価の
確定時点において発行される新株予約権全てが
当該対価の確定時点の条件で行使されまたは取
得されて普通株式が交付されたものとみなして
算出するものとし、当該対価が確定した日の翌
日以降これを適用する。
⑥　上記③ないし⑤による取得価額の調整は、
当会社または当会社の子会社の取締役、監査
役、執行役その他の役員または従業員のための
インセンティブプランとして発行される株式お
よび新株予約権には適用されないものとする。
(b)　上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①な
いし③のいずれかに該当する場合には、当会社
はＡ種種類株主等に対して、あらかじめ書面に
よりその旨ならびにその事由、調整後取得価
額、適用の日およびその他必要な事項を通知し
た上、取得価額の調整を適切に行うものとす
る。
①　合併、株式交換、株式交換による他の株式
会社の発行済株式の全部の取得、株式交付、株
式移転、吸収分割、吸収分割による他の会社が
その事業に関して有する権利義務の全部もしく
は一部の承継または新設分割のために取得価額
の調整を必要とするとき。
②　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接
して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得
価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他

取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日
以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効
力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日があ
る場合にはその翌日以降、これを適用する。上
記にかかわらず、取得または行使に際して交付
される普通株式の対価が上記の時点で確定して
いない場合は、調整後取得価額は、当該対価の
確定時点において発行される新株予約権全てが
当該対価の確定時点の条件で行使されまたは取
得されて普通株式が交付されたものとみなして
算出するものとし、当該対価が確定した日の翌
日以降これを適用する。
⑥　上記③ないし⑤による取得価額の調整は、
当会社または当会社の子会社の取締役、監査
役、執行役その他の役員または従業員のための
インセンティブプランとして発行される株式お
よび新株予約権には適用されないものとする。
(b)　上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①な
いし③のいずれかに該当する場合には、当会社
はＡ種種類株主等に対して、あらかじめ書面に
よりその旨ならびにその事由、調整後取得価
額、適用の日およびその他必要な事項を通知し
た上、取得価額の調整を適切に行うものとす
る。
①　合併、株式交換、株式交換による他の株式
会社の発行済株式の全部の取得、株式交付、株
式移転、吸収分割、吸収分割による他の会社が
その事業に関して有する権利義務の全部もしく
は一部の承継または新設分割のために取得価額
の調整を必要とするとき。
②　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接
して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得
価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他

－ 13 －



2025/09/16 14:30:51 / 25261214_株式会社ポプラ_臨時招集通知_電子提供措置用

定款一部変更議案

現行定款 変更案
方の事由による影響を考慮する必要があると
き。
③　その他、発行済普通株式数（ただし、当会
社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま
たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって
取得価額の調整を必要とするとき。
(c)　取得価額の調整に際して計算が必要な場合
は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数
第２位を四捨五入する。
(d)　取得価額調整式に使用する普通株式１株当
たりの時価は、調整後取得価額を適用する日
（ただし、取得価額を調整すべき事由について
東京証券取引所が提供する適時開示情報閲覧サ
ービスにおいて公表された場合には、当該公表
が行われた日）に先立つ連続する30取引日の東
京証券取引所が発表する当会社の普通株式の普
通取引の売買高加重平均価格（以下、VWAPと
いう。）の平均値（円位未満小数第２位まで算
出し、その小数第２位を四捨五入する。以下同
じ。）とする。なお、「取引日」とは、東京証
券取引所において当会社普通株式の普通取引が
行われる日をいい、VWAPが発表されない日は
含まないものとする。
(e)　取得価額の調整に際し計算を行った結果、
調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1
円未満にとどまるときは、取得価額の調整はこ
れを行わない。ただし、本(e)により不要とされ
た調整は繰り越されて、その後の調整の計算に
おいて斟酌される。

第11条の４第５項～第11条の４第７項　（条文
省略）

方の事由による影響を考慮する必要があると
き。
③　その他、発行済普通株式数（ただし、当会
社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま
たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって
取得価額の調整を必要とするとき。
(c)　取得価額の調整に際して計算が必要な場合
は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数
第２位を四捨五入する。
(d)　取得価額調整式に使用する普通株式１株当
たりの時価は、調整後取得価額を適用する日
（ただし、取得価額を調整すべき事由について
東京証券取引所が提供する適時開示情報閲覧サ
ービスにおいて公表された場合には、当該公表
が行われた日）に先立つ連続する30取引日の東
京証券取引所が発表する当会社の普通株式の普
通取引の売買高加重平均価格（以下、VWAPと
いう。）の平均値（円位未満小数第２位まで算
出し、その小数第２位を四捨五入する。以下同
じ。）とする。なお、「取引日」とは、東京証
券取引所において当会社普通株式の普通取引が
行われる日をいい、VWAPが発表されない日は
含まないものとする。
(e)　取得価額の調整に際し計算を行った結果、
調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1
円未満にとどまるときは、取得価額の調整はこ
れを行わない。ただし、本(e)により不要とされ
た調整は繰り越されて、その後の調整の計算に
おいて斟酌される。

第11条の４第５項～第11条の４第７項　（現行
どおり）
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
（金銭を対価とする取得請求権）
第11条の５　Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の
発行日以降いつでも、償還請求日（以下に定義
する。）における分配可能額（会社法第461条
第２項に定める分配可能額をいう。以下同
じ。）を限度として、Ａ種種類株主が指定する
日（当該日が営業日でない場合には翌営業日と
する。）を償還請求が効力を生じる日（以下、
償還請求日という。）として、当会社に対して
書面による通知（以下、償還請求事前通知とい
う。）を行った上で、当会社に対して、金銭の
交付と引換えに、その有するＡ種種類株式の全
部または一部を取得することを請求すること
（以下、償還請求という。）ができるものと
し、当会社は、当該償還請求に係るＡ種種類株
式を取得するのと引換えに、法令の許容する範
囲内において、当該償還請求に係るＡ種種類株
式の数に、(i)払込金額相当額に以下に定める数
値を乗じて算出した額、ならびに(ii) Ａ種累積未
払配当金相当額およびＡ種日割未払優先配当金
額の合計額を乗じて得られる額の金銭を、Ａ種
種類株主に対して交付するものとする（以下、
当該金銭を交付する日を、金銭交付日とい
う。）。

(a)　金銭交付日が払込期日以降2026年５月31
日までの期間に属する場合
　　1.05
(b)　金銭交付日が2026年６月１日以降2028年
５月31日までの期間に属する場合
　　1.06

（金銭を対価とする取得請求権）
第11条の５　Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の
発行日以降いつでも、償還請求日（以下に定義
する。）における分配可能額（会社法第461条
第２項に定める分配可能額をいう。以下同
じ。）を限度として、Ａ種種類株主が指定する
日（当該日が営業日でない場合には翌営業日と
する。）を償還請求が効力を生じる日（以下、
本第２章の２において、償還請求日という。）
として、当会社に対して書面による通知（以
下、本第２章の２において、償還請求事前通知
という。）を行った上で、当会社に対して、金
銭の交付と引換えに、その有するＡ種種類株式
の全部または一部を取得することを請求するこ
と（以下、本第２章の２において、償還請求と
いう。）ができるものとし、当会社は、当該償
還請求に係るＡ種種類株式を取得するのと引換
えに、法令の許容する範囲内において、当該償
還請求に係るＡ種種類株式の数に、(i)払込金額
相当額に以下に定める数値を乗じて算出した
額、ならびに(ii) Ａ種累積未払配当金相当額およ
びＡ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて
得られる額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交
付するものとする（以下、本第２章の２におい
て、当該金銭を交付する日を、金銭交付日とい
う。）。
(a)　金銭交付日が払込期日以降2026年５月31
日までの期間に属する場合
　　1.05
(b)　金銭交付日が2026年６月１日以降2028年
５月31日までの期間に属する場合
　　1.06
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
(c)　金銭交付日が2028年６月１日以降の日で
ある場合
　　1.07
　なお、本項においては、償還請求日が配当基
準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準
日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点
までの間である場合は、当該配当基準日を基準
日とする剰余金の配当は行われないものとみな
してＡ種累積未払配当金相当額を計算し、ま
た、Ａ種日割未払優先配当金額の計算における
「分配日」を「償還請求日」と読み替えて、Ａ
種日割未払優先配当金額を計算する。また、償
還請求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交
付する金銭に１円に満たない端数があるとき
は、これを切り捨てる。ただし、償還請求日に
おいてＡ種種類株主から償還請求がなされたＡ
種種類株式の取得と引換えに交付することとな
る金銭の額が、償還請求日における分配可能額
を超える場合には、当該各Ａ種種類株主により
償還請求がなされたＡ種種類株式の数に応じた
比例按分の方法により、かかる金銭の額が分配
可能額を超えない範囲内においてのみ当会社は
Ａ種種類株式を取得するものとし、かかる方法
に従い取得されなかったＡ種種類株式について
は、償還請求がなされなかったものとみなす。

第11条の５第２項～第11条の５第３項　（条文
省略）

(c)　金銭交付日が2028年６月１日以降の日で
ある場合
　　1.07
　なお、本項においては、償還請求日が配当基
準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準
日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点
までの間である場合は、当該配当基準日を基準
日とする剰余金の配当は行われないものとみな
してＡ種累積未払配当金相当額を計算し、ま
た、Ａ種日割未払優先配当金額の計算における
「分配日」を「償還請求日」と読み替えて、Ａ
種日割未払優先配当金額を計算する。また、償
還請求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交
付する金銭に１円に満たない端数があるとき
は、これを切り捨てる。ただし、償還請求日に
おいてＡ種種類株主から償還請求がなされたＡ
種種類株式の取得と引換えに交付することとな
る金銭の額が、償還請求日における分配可能額
を超える場合には、当該各Ａ種種類株主により
償還請求がなされたＡ種種類株式の数に応じた
比例按分の方法により、かかる金銭の額が分配
可能額を超えない範囲内においてのみ当会社は
Ａ種種類株式を取得するものとし、かかる方法
に従い取得されなかったＡ種種類株式について
は、償還請求がなされなかったものとみなす。

第11条の５第２項～第11条の５第３項　（現行
どおり）

－ 16 －



2025/09/16 14:30:51 / 25261214_株式会社ポプラ_臨時招集通知_電子提供措置用

定款一部変更議案

現行定款 変更案
（金銭を対価とする取得条項）
第11条の６　当会社は、2026年５月31日以降
いつでも、当会社の取締役会が別に定める日
（以下、金銭対価償還日という。）が到来する
ことをもって、Ａ種種類株主等に対して、金銭
対価償還日の14日前までに書面による通知を行
った上で、法令の許容する範囲内において、金
銭を対価として、Ａ種種類株式の全部または一
部を取得することができる（以下、金銭対価償
還という。）ものとし、当会社は、当該金銭対
価償還に係るＡ種種類株式を取得するのと引換
えに、(i)当該金銭対価償還に係るＡ種種類株式
の数に、(ii)金銭対価償還日における①払込金額
相当額に以下に定める数値を乗じて算出した
額、ならびに②Ａ種累積未払配当金相当額およ
びＡ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて
得られる額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交
付するものとする。

(a)　金銭対価償還日が2026年５月31日である
場合
　　1.05
(b)　金銭対価償還日が2026年６月１日以降
2028年５月31日までの期間に属する場合
　　1.06
(c)　金銭対価償還日が2028年６月１日以降の
日である場合
　　1.07
　なお、本条においては、金銭対価償還日が配
当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当
基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる
時点までの間である場合は、当該配当基準日を
基準日とする剰余金の配当は行われないものと
みなしてＡ種累積未払配当金相当額を計算し、

（金銭を対価とする取得条項）
第11条の６　当会社は、2026年５月31日以降
いつでも、当会社の取締役会が別に定める日
（以下、本第２章の２において、金銭対価償還
日という。）が到来することをもって、Ａ種種
類株主等に対して、金銭対価償還日の14日前ま
でに書面による通知を行った上で、法令の許容
する範囲内において、金銭を対価として、Ａ種
種類株式の全部または一部を取得することがで
きる（以下、本第２章の２において、金銭対価
償還という。）ものとし、当会社は、当該金銭
対価償還に係るＡ種種類株式を取得するのと引
換えに、(i)当該金銭対価償還に係るＡ種種類株
式の数に、(ii)金銭対価償還日における①払込金
額相当額に以下に定める数値を乗じて算出した
額、ならびに②Ａ種累積未払配当金相当額およ
びＡ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて
得られる額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交
付するものとする。
(a)　金銭対価償還日が2026年５月31日である
場合
　　1.05
(b)　金銭対価償還日が2026年６月１日以降
2028年５月31日までの期間に属する場合
　　1.06
(c)　金銭対価償還日が2028年６月１日以降の
日である場合
　　1.07
　なお、本条においては、金銭対価償還日が配
当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当
基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる
時点までの間である場合は、当該配当基準日を
基準日とする剰余金の配当は行われないものと
みなしてＡ種累積未払配当金相当額を計算し、
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
また、Ａ種日割未払優先配当金額の計算におけ
る「分配日」を「金銭対価償還日」と読み替え
て、Ａ種日割未払優先配当金額を計算する。ま
た、金銭対価償還に係るＡ種種類株式の取得と
引換えに交付する金銭に１円に満たない端数が
あるときは、これを切り捨てる。
　Ａ種種類株式の一部を取得するときは、按分
比例の方法による。

第11条の７～第11条の８　（条文省略）

（新設）

（新設）

また、Ａ種日割未払優先配当金額の計算におけ
る「分配日」を「金銭対価償還日」と読み替え
て、Ａ種日割未払優先配当金額を計算する。ま
た、金銭対価償還に係るＡ種種類株式の取得と
引換えに交付する金銭に１円に満たない端数が
あるときは、これを切り捨てる。
　Ａ種種類株式の一部を取得するときは、按分
比例の方法による。

第11条の７～第11条の８　（現行どおり）

第２章の３　Ｂ種種類株式

（剰余金の配当）
第11条の９　当会社は、ある事業年度中に属す
る日を基準日として剰余金の配当をするとき
は、当該配当基準日の最終の株主名簿に記載ま
たは記録されたＢ種種類株式を有する株主（以
下、Ｂ種種類株主という。）またはＢ種種類株
式の登録株式質権者（Ｂ種種類株主と併せて、
以下、Ｂ種種類株主等という。）に対し、第11
条の16第１項に定める支払順位に従い、Ｂ種種
類株式１株につき、本条第２項に定める額の金
銭による剰余金の配当（かかる配当によりＢ種
種類株式１株当たりに支払われる金銭を、以
下、Ｂ種優先配当金という。）を行う。なお、
Ｂ種優先配当金に、各Ｂ種種類株主等が権利を
有するＢ種種類株式の数を乗じた金額に１円未
満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨て
る。
２．Ｂ種優先配当金の額は、50,000円（以下、
本第２章の３において、払込金額相当額とい
う。）に、以下に定める料率（以下、Ｂ種優先
配当年率という。）を乗じて算出した額の金銭
について、配当基準日の属する事業年度の初日
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
（ただし、当該配当基準日が2026年２月末日に
終了する事業年度に属する場合は払込期日。同
日を含む。）から、当該配当基準日（同日を含
む。）までの期間の実日数につき、１年を365
日（ただし、当該事業年度に閏日を含む場合は
366日。）として日割計算を行うものとする
（除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで
計算し、その小数第２位を四捨五入する。）。
(a)　配当基準日が2026年２月末日に終了する
事業年度に属する場合
　　年率７％
(b)　配当基準日が2027年２月末日に終了する
事業年度に属する場合および2028年２月末日に
終了する事業年度に属する場合
　　年率８％
(c)　配当基準日が2028年３月１日以降の日で
ある場合
　　年率７％
　ただし、当該配当基準日の属する事業年度中
の、当該配当基準日より前の日を基準日として
Ｂ種種類株主等に対して剰余金の配当（Ｂ種累
積未払配当金相当額（本条第４項に定める。）
の配当を除く。）が行われたときは、当該配当
基準日に係るＢ種優先配当金の額は、その各配
当における配当金の合計額を控除した金額とす
る。
３．当会社は、Ｂ種種類株主等に対しては、Ｂ
種優先配当金およびＢ種累積未払配当金相当額
の額を超えて剰余金の配当を行わない。ただ
し、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる
会社法第758条第８号ロもしくは同法第760条
第７号ロに規定される剰余金の配当または当会
社が行う新設分割手続の中で行われる同法第
763条第１項第12号ロもしくは同法第765条第
１項第８号ロに規定される剰余金の配当につい
てはこの限りではない。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
４．ある事業年度に属する日を基準日としてＢ
種種類株主等に対して行われた１株当たりの剰
余金の配当（当該事業年度より前の各事業年度
に係るＢ種優先配当金につき本項に従い累積し
たＢ種累積未払配当金相当額の配当を除く。）
の総額が、当該事業年度に係るＢ種優先配当金
の額（当該事業年度の末日を基準日とする剰余
金の配当が行われると仮定した場合において、
本条第２項に従い計算されるＢ種優先配当金の
額をいう。ただし、かかる計算においては、本
条第２項ただし書の規定は適用されないものと
して計算するものとする。）に達しないとき
は、その不足額は、当該事業年度の翌事業年度
以降の事業年度に累積（本項に従い累積する金
額を、Ｂ種累積未払配当金相当額という。）す
る。当会社は、Ｂ種累積未払配当金相当額につ
いての剰余金の配当を、第11条の16第１項に定
める支払順位に従い、法令の定める範囲内にお
いて、翌事業年度以降に行われる剰余金の配当
と併せて、Ｂ種種類株主等に対して行う。かか
る配当が行われるＢ種累積未払配当金相当額
に、各Ｂ種種類株主等が権利を有するＢ種種類
株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じ
るときは、当該端数は切り捨てる。

（新設） （残余財産の分配）
第11条の10　当会社は、残余財産を分配すると
きは、Ｂ種種類株主等に対し、第11条の16第２
項に定める支払順位に従い、Ｂ種種類株式１株
につき、払込金額相当額に、Ｂ種累積未払配当
金相当額および本条第３項に定めるＢ種日割未
払優先配当金額を加えた額（以下、Ｂ種残余財
産分配額という。）の金銭を支払う。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
　ただし、本項においては、分配日が配当基準
日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日
を基準日とした剰余金の配当が行われる時点ま
での間である場合は、当該配当基準日を基準日
とする剰余金の配当は行われないものとみなし
てＢ種累積未払配当金相当額を計算する。な
お、Ｂ種残余財産分配額に、各Ｂ種種類株主等
が権利を有するＢ種種類株式の数を乗じた金額
に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は
切り捨てる。
２．Ｂ種種類株主等に対しては、前項のほか、
残余財産の分配は行わない。
３．Ｂ種種類株式１株当たりの日割未払優先配
当金額（以下、Ｂ種日割未払優先配当金額とい
う。）は、払込金額相当額にＢ種優先配当年率
を乗じて算出した額の金銭について、分配日の
属する事業年度の初日（ただし、当該分配日が
2026年２月末日に終了する事業年度に属する場
合は払込期日。同日を含む。）から、当該分配
日（同日を含む。）までの期間の実日数につ
き、１年を365日（ただし、当該事業年度に閏
日を含む場合は366日。）として日割計算を行
うものとする（除算は最後に行い、円位未満小
数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五
入する。）。
　ただし、当該分配日の属する事業年度中の、
当該分配日より前の日を基準日としてＢ種種類
株主等に対して剰余金の配当（Ｂ種累積未払配
当金相当額の配当を除く。）が行われたとき
は、当該分配日に係るＢ種日割未払優先配当金
額は、その各配当における配当金の合計額を控
除した金額とする。
４．Ｂ種種類株主は、法令に別段の定めのある
場合を除き、株主総会において議決権を有しな
い。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
（新設） （普通株式を対価とする取得請求権）

第11条の11　Ｂ種種類株主は、Ｂ種種類株式の
発行日以降いつでも、当会社に対して、本条第
２項に定める数の普通株式（以下、本第２章の
３において、請求対象普通株式という。）の交
付と引換えに、その有するＢ種種類株式の全部
または一部を取得することを請求すること（以
下、本第２章の３において、普通株式対価取得
請求といい、普通株式対価取得請求をした日
を、以下、本第２章の３において、普通株式対
価取得請求日という。）ができるものとし、当
会社は、当該普通株式対価取得請求に係るＢ種
種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容
する範囲内において、請求対象普通株式を、当
該Ｂ種種類株主に対して交付するものとする。
２．Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普
通株式の数は、(i) Ｂ種種類株式１株当たりの払
込金額相当額、(ii) Ｂ種累積未払配当金相当額お
よび(iii) Ｂ種日割未払優先配当金額の合計額を、
本条第３項および第４項で定める取得価額で除
して得られる数とする。なお、本項において
は、普通株式対価取得請求日が配当基準日の翌
日（同日を含む。）から当該配当基準日を基準
日とした剰余金の配当が行われる時点までの間
である場合は、当該配当基準日を基準日とする
剰余金の配当は行われないものとみなしてＢ種
累積未払配当金相当額を計算し、また、Ｂ種日
割未払優先配当金額の計算における「分配日」
を「普通株式対価取得請求日」と読み替えて、
Ｂ種日割未払優先配当金額を計算する。また、
普通株式対価取得請求に係るＢ種種類株式の取
得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株
に満たない端数があるときは、これを切り捨て
るものとし、この場合においては、会社法第
167条第３項に定める金銭の交付は行わない。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数
分割後発行済普通株式数

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数
併合後発行済普通株式数

３．取得価額は、当初、185円とする。
４．
(a)　以下に掲げる事由が発生した場合には、そ
れぞれ以下のとおり取得価額を調整する。
①　普通株式につき株式の分割または株式無償
割当てをする場合、次の算式により取得価額を
調整する。なお、株式無償割当ての場合には、
次の算式における「分割前発行済普通株式数」
は「無償割当て前発行済普通株式数（ただし、
その時点で当会社が保有する普通株式を除
く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無
償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時
点で当会社が保有する普通株式を除く。）」と
それぞれ読み替える。

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の
翌日または株式無償割当ての効力が生ずる日
（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は
当該基準日の翌日）以降これを適用する。
②　普通株式につき株式の併合をする場合、次
の算式により、取得価額を調整する。

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる
日以降これを適用する。
③　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価
を下回る払込金額をもって普通株式を発行また
は当会社が保有する普通株式を処分する場合
（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引
換えに取得される株式もしくは新株予約権（新
株予約権付社債に付されたものを含む。以下、
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

調整後取得価額＝調整前取得価額

（発行済普通株式数－
当会社が保有する
普通株式の数）

＋
新たに発行する
普通株式の数 ×１株当たり

払込金額
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

本項において同じ。）の取得による場合、普通
株式を目的とする新株予約権の行使による場合
または合併、株式交換もしくは会社分割により
普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式
（以下、本第２章の３において、取得価額調整
式という。）により取得価額を調整する。取得
価額調整式における「１株当たり払込金額」
は、金銭以外の財産を出資の目的とする場合に
は、当該財産の適正な評価額とする。調整後取
得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合に
は当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株
主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該
株主割当日の翌日以降これを適用する。なお、
当会社が保有する普通株式を処分する場合に
は、次の算式における「新たに発行する普通株
式の数」は「処分する当会社が保有する普通株
式の数」、「当会社が保有する普通株式の数」
は「処分前において当会社が保有する普通株式
の数」とそれぞれ読み替える。

④　当会社に取得をさせることによりまたは当
会社に取得されることにより、下記(d)に定める
普通株式１株当たりの時価を下回る普通株式１
株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を
受けることができる株式を発行または処分する
場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かか
る株式の払込期日（払込期間を定めた場合には
当該払込期間の最終日。以下、本④において同
じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力
が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定
めた場合は当該基準日。以下、本④において同

－ 24 －



2025/09/16 14:30:51 / 25261214_株式会社ポプラ_臨時招集通知_電子提供措置用

定款一部変更議案

現行定款 変更案
じ。）に、また株主割当日がある場合はその日
に、発行または処分される株式の全てが当初の
条件で取得され普通株式が交付されたものとみ
なし、取得価額調整式において「１株当たり払
込金額」としてかかる価額を使用して計算され
る額を、調整後取得価額とする。調整後取得価
額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての
場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また
株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、
これを適用する。上記にかかわらず、取得に際
して交付される普通株式の対価が上記の時点で
確定していない場合は、調整後取得価額は、当
該対価の確定時点において発行または処分され
る株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取
得され普通株式が交付されたものとみなして算
出するものとし、当該対価が確定した日の翌日
以降これを適用する。
⑤　行使することによりまたは当会社に取得さ
れることにより、普通株式１株当たりの新株予
約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出
資される財産（金銭以外の財産を出資の目的と
する場合には、当該財産の適正な評価額とす
る。以下、本⑤において同じ。）の合計額が下
記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回
る価額をもって普通株式の交付を受けることが
できる新株予約権を発行する場合（新株予約権
無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約
権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合に
はその効力が生ずる日（新株予約権無償割当て
に係る基準日を定めた場合は当該基準日。以
下、本⑤において同じ。）に、また株主割当日
がある場合はその日に、発行される新株予約権
全てが当初の条件で行使されまたは取得されて
普通株式が交付されたものとみなし、取得価額
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
調整式において「１株当たり払込金額」として
普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と
新株予約権の行使に際して出資される財産の普
通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計
算される額を、調整後取得価額とする。調整後
取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日
以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効
力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日があ
る場合にはその翌日以降、これを適用する。上
記にかかわらず、取得または行使に際して交付
される普通株式の対価が上記の時点で確定して
いない場合は、調整後取得価額は、当該対価の
確定時点において発行される新株予約権全てが
当該対価の確定時点の条件で行使されまたは取
得されて普通株式が交付されたものとみなして
算出するものとし、当該対価が確定した日の翌
日以降これを適用する。
⑥　上記③ないし⑤による取得価額の調整は、
当会社または当会社の子会社の取締役、監査
役、執行役その他の役員または従業員のための
インセンティブプランとして発行される株式お
よび新株予約権には適用されないものとする。
(b)　上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①な
いし③のいずれかに該当する場合には、当会社
はＢ種種類株主等に対して、あらかじめ書面に
よりその旨ならびにその事由、調整後取得価
額、適用の日およびその他必要な事項を通知し
た上、取得価額の調整を適切に行うものとす
る。
①　合併、株式交換、株式交換による他の株式
会社の発行済株式の全部の取得、株式交付、株
式移転、吸収分割、吸収分割による他の会社が
その事業に関して有する権利義務の全部もしく
は一部の承継または新設分割のために取得価額
の調整を必要とするとき。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
②　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接
して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得
価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他
方の事由による影響を考慮する必要があると
き。
③　その他、発行済普通株式数（ただし、当会
社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま
たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって
取得価額の調整を必要とするとき。
(c)　取得価額の調整に際して計算が必要な場合
は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数
第２位を四捨五入する。
(d)　取得価額調整式に使用する普通株式１株当
たりの時価は、調整後取得価額を適用する日
（ただし、取得価額を調整すべき事由について
東京証券取引所が提供する適時開示情報閲覧サ
ービスにおいて公表された場合には、当該公表
が行われた日）に先立つ連続する30取引日の東
京証券取引所が発表するVWAPの平均値とす
る。
(e)　取得価額の調整に際し計算を行った結果、
調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1
円未満にとどまるときは、取得価額の調整はこ
れを行わない。ただし、本(e)により不要とされ
た調整は繰り越されて、その後の調整の計算に
おいて斟酌される。
５．株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
大阪証券代行部
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
６．普通株式対価取得請求の効力は、普通株式
対価取得請求に要する書類が前項に記載する普
通株式対価取得請求受付場所に到達したときま
たは当該書類に記載された効力発生希望日のい
ずれか遅い時点に発生する。
７．当会社は、普通株式対価取得請求の効力発
生後、当該普通株式対価取得請求をしたＢ種種
類株主に対して、当該Ｂ種種類株主が指定する
株式会社証券保管振替機構または口座管理機関
における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加
の記録を行うことにより普通株式を交付する。

（新設） （金銭を対価とする取得請求権）
第11条の12　Ｂ種種類株主は、Ｂ種種類株式の
発行日以降いつでも、償還請求日（以下に定義
する。）における分配可能額を限度として、Ｂ
種種類株主が指定する日（当該日が営業日でな
い場合には翌営業日とする。）を償還請求が効
力を生じる日（以下、本第２章の３において、
償還請求日という。）として、当会社に対して
書面による通知（以下、本第２章の３におい
て、償還請求事前通知という。）を行った上
で、当会社に対して、金銭の交付と引換えに、
その有するＢ種種類株式の全部または一部を取
得することを請求すること（以下、本第２章の
３において、償還請求という。）ができるもの
とし、当会社は、当該償還請求に係るＢ種種類
株式を取得するのと引換えに、法令の許容する
範囲内において、当該償還請求に係るＢ種種類
株式の数に、(i)払込金額相当額に以下に定める
数値を乗じて算出した額、ならびに(ii) Ｂ種累積
未払配当金相当額およびＢ種日割未払優先配当
金額の合計額を乗じて得られる額の金銭を、Ｂ
種種類株主に対して交付するものとする（以
下、本第２章の３において、当該金銭を交付す
る日を、金銭交付日という。）。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
(a)　金銭交付日が払込期日以降2026年５月31
日までの期間に属する場合
　　1.05
(b)　金銭交付日が2026年６月１日以降2028年
５月31日までの期間に属する場合
　　1.06
(c)　金銭交付日が2028年６月１日以降の日で
ある場合
　　1.07
　なお、本項においては、償還請求日が配当基
準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準
日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点
までの間である場合は、当該配当基準日を基準
日とする剰余金の配当は行われないものとみな
してＢ種累積未払配当金相当額を計算し、ま
た、Ｂ種日割未払優先配当金額の計算における
「分配日」を「償還請求日」と読み替えて、Ｂ
種日割未払優先配当金額を計算する。また、償
還請求に係るＢ種種類株式の取得と引換えに交
付する金銭に１円に満たない端数があるとき
は、これを切り捨てる。ただし、償還請求日に
おいてＢ種種類株主から償還請求がなされたＢ
種種類株式の取得と引換えに交付することとな
る金銭の額が、償還請求日における分配可能額
を超える場合には、当該各Ｂ種種類株主により
償還請求がなされたＢ種種類株式の数に応じた
比例按分の方法により、かかる金銭の額が分配
可能額を超えない範囲内においてのみ当会社は
Ｂ種種類株式を取得するものとし、かかる方法
に従い取得されなかったＢ種種類株式について
は、償還請求がなされなかったものとみなす。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
２．株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
大阪証券代行部
３．償還請求事前通知の効力は、償還請求事前
通知に要する書類が前項に記載する償還請求受
付場所に到達したときに発生する。償還請求の
効力は、当該償還請求事前通知に係る償還請求
日において発生する。

（新設） （金銭を対価とする取得条項）
第11条の13　当会社は、2026年５月31日以降
いつでも、当会社の取締役会が別に定める日
（以下、本第２章の３において、金銭対価償還
日という。）が到来することをもって、Ｂ種種
類株主等に対して、金銭対価償還日の14日前ま
でに書面による通知を行った上で、法令の許容
する範囲内において、金銭を対価として、Ｂ種
種類株式の全部または一部を取得することがで
きる（以下、本第２章の３において、金銭対価
償還という。）ものとし、当会社は、当該金銭
対価償還に係るＢ種種類株式を取得するのと引
換えに、(i)当該金銭対価償還に係るＢ種種類株
式の数に、(ii)金銭対価償還日における①払込金
額相当額に以下に定める数値を乗じて算出した
額、ならびに②Ｂ種累積未払配当金相当額およ
びＢ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて
得られる額の金銭を、Ｂ種種類株主に対して交
付するものとする。
(a)　金銭対価償還日が2026年５月31日である
場合
　　1.05
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

（新設）

（新設）

(b)　金銭対価償還日が2026年６月１日以降
2028年５月31日までの期間に属する場合
　　1.06
(c)　金銭対価償還日が2028年６月１日以降の
日である場合
　　1.07
　なお、本条においては、金銭対価償還日が配
当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当
基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる
時点までの間である場合は、当該配当基準日を
基準日とする剰余金の配当は行われないものと
みなしてＢ種累積未払配当金相当額を計算し、
また、Ｂ種日割未払優先配当金額の計算におけ
る「分配日」を「金銭対価償還日」と読み替え
て、Ｂ種日割未払優先配当金額を計算する。ま
た、金銭対価償還に係るＢ種種類株式の取得と
引換えに交付する金銭に１円に満たない端数が
あるときは、これを切り捨てる。
　Ｂ種種類株式の一部を取得するときは、按分
比例の方法による。

（譲渡制限）
第11条の14　Ｂ種種類株式を譲渡により取得す
るには、当会社の取締役会の承認を受けなけれ
ばならない。

（株式の併合または分割、募集株式の割当て
等）
第11条の15　当会社は、Ｂ種種類株式について
株式の分割または併合を行わない。
２．当会社は、Ｂ種種類株主には、募集株式の
割当てを受ける権利または募集新株予約権の割
当てを受ける権利を与えない。
３．当会社は、Ｂ種種類株主には、株式無償割
当てまたは新株予約権無償割当てを行わない。
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定款一部変更議案

現行定款 変更案
（新設）

（優先順位）
第11条の９　Ａ種優先配当金、Ａ種累積未払配
当金相当額および普通株式を有する株主または
普通株式の登録株式質権者（以下、普通株主等
と総称する。）に対する剰余金の配当の支払順
位は、Ａ種累積未払配当金相当額が第１順位、
Ａ種優先配当金が第２順位、普通株主等に対す
る剰余金の配当が第３順位とする。

２．Ａ種種類株式および普通株式に係る残余財
産の分配の支払順位は、Ａ種種類株式が第１順
位、普通株式が第２順位とする。

第11条の９第３項　（条文省略）

第12条～第39条　（条文省略）

第２章の４　優先順位

（優先順位）
第11条の16　Ａ種優先配当金、Ｂ種優先配当
金、Ａ種累積未払配当金相当額、Ｂ種累積未払
配当金相当額および普通株式を有する株主また
は普通株式の登録株式質権者（以下、普通株主
等と総称する。）に対する剰余金の配当の支払
順位は、Ａ種累積未払配当金相当額およびＢ種
累積未払配当金相当額が第１順位、Ａ種優先配
当金およびＢ種優先配当金が第２順位、普通株
主等に対する剰余金の配当が第３順位とする。
２．Ａ種種類株式、Ｂ種種類株式および普通株
式に係る残余財産の分配の支払順位は、Ａ種種
類株式およびＢ種種類株式が第１順位、普通株
式が第２順位とする。

第11条の16第３項　（現行どおり）

第12条～第39条　（現行どおり）
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株式発行議案

(1）募集株式の種類および数 Ｂ種種類株式　6,400株
(2）払込金額 １株につき金　50,000円
(3）払込総額 320,000,000円
(4）増加する資本金 160,000,000円
(5）増加する資本準備金 160,000,000円
(6）払込期日 2025年10月17日（金曜日）

(7）募集または割当方法
第三者割当の方法により、Ｂ種種類株式をそれ
ぞれ以下のとおり割り当てる。
HiCAP５号投資事業有限責任組合
MIT広域再建支援 投資事業有限責任組合

3,200株
3,200株

(8）募集株式の内容 Ｂ種種類株式の内容につきましては、第１号議案をご参照くだ
さい。

第２号議案　第三者割当による種類株式（Ｂ種種類株式）発行の件
　当社は、会社法第199条の規定に基づき、以下に記載の要領にて、HiCAP５号投資事業有限責任組合
（以下「HiCAP５号」といいます。）およびMIT広域再建支援 投資事業有限責任組合（以下「MIT広域
再建支援」といい、HiCAP５号と併せて個別にまたは総称して「割当予定先」といいます。）に対する
第三者割当によるＢ種種類株式の発行（以下「本第三者割当」といいます。）を実施することにつき、
ご承認をお願いするものであります。
　なお、本第三者割当は、第１号議案が原案どおり承認可決され、第１号議案に係る定款一部変更の効
力が発生することを条件とします。

１．募集株式の内容

２．募集株式を引き受ける者に対して特に有利な払込金額であるとされる可能性のある募集株式の発行
をすることを必要とする理由および発行条件等の合理性

（１）本第三者割当の経緯・目的
　当社と株式会社ローソン（以下、本第２号議案において「ローソン」といいます。）は、2014
年12月８日に資本業務提携契約を締結して以降、「ローソン・ポプラ」店舗の展開、原材料や販売
商品の共同調達等、親密な協業関係を継続しております。このたび、ローソンより、政策保有株式
の縮減方針に従いローソンが保有する当社株式2,150,300株（自己株式を除く発行済株式数に対す
る割合18.22％）の全てを売却する意向である旨の連絡を受けました。当社はかねてより資本政策
の柔軟性・機動性の確保を目的に自己株式の取得を検討していたところ、ローソンの保有する株式
の売却による当社株式が市場に放出された場合には大幅な株価下落を引き起こす可能性が高い一方
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株式発行議案

で、自己株式取得を行った場合には市場に流通する当社普通株式数は増加しないこと、また、自己
株式の取得により当社の１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）およびＲＯＥ等の資本効率の向上に寄与
し、株主の皆様に対する利益還元に繋がること等を考慮し、ローソンの保有する株式を自己株式と
して取得することが将来的な企業価値の向上に資すると判断するにいたりました。
　以上の点に加えて、今後の資本政策なども総合的に検討した結果、当社が自己株式の取得という
形でローソンの保有する株式を取得し、その活用方法（当社の業績や株価動向等を見据え、自己株
式の消却、長期保有を前提とした当社にとって望ましい企業への譲渡、株式交換制度または株式交
付制度を活用した買収等）について機動的に検討できる方が、ローソンにより当社株式が市場で売
却される場合と比べて、今後の企業価値の向上への取組みとして妥当であると判断いたしました。
　このような判断に基づき、会社法第156条第１項、第160条第１項および第161条の規定に基づ
き、自己株式の取得（以下「本自己株式取得」といいます。）を行うことを決定いたしました。
　そして、本自己株式取得を行うために必要な資金を調達し、また、本自己株式取得を行うために
必要となる分配可能額を確保するために、本第三者割当による資金調達を行うことといたしまし
た。

（２）本第三者割当により資金調達を実施する理由
　当社は、本自己株式取得に必要となる資金および分配可能額を確保するとともに、財務体質の安
定化に向けて、様々な資金調達手法を検討してまいりました。こうした中、資本性のある資金調達
手法に関しては、当社を取り巻く経営環境、当社の財政状態および経営成績、当社の株価の状況等
を勘案すると、当社普通株式による公募増資や第三者割当増資、ライツオファリングの実施は、普
通株式の希薄化を直ちにもたらすことにもなり得るため、株主の皆様に対する不利益を生じさせか
ねないことや、調達予定額の確保に不確実性があることから適切でないと判断いたしました。他に
も、社債または借入といった負債性のある資金調達についても検討いたしましたが、社債または借
入による資金調達では、一時的に資金を調達できる反面、調達金額が全額負債として計上されるた
め、現状の当社の財務状況を鑑みるに、利払い負担や返済負担が相応に発生することで、キャッシ
ュ・フローに小さくないインパクトが生じ得るため、適切でないと判断いたしました。
　以上を踏まえて、当社としては、普通株式の希薄化を最小限としつつ、必要な資金を確実に調達
し、財務体質の安定化を図るためにはＢ種種類株式の発行による資金調達が最適であると判断いた
しました。

（３）払込金額の算定根拠およびその具体的内容
　当社は、本第三者割当にかかる出資の方法および内容に関しては、Ｂ種種類株式の払込金額を１
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株当たり50,000円と決定いたしました。当社としては、Ｂ種種類株式の商品性を踏まえれば割当予
定先も本第三者割当を通じて相当のリスクを負担すること等を総合的に勘案すれば、かかる払込金
額には合理性が認められると考えております。
　当社は、Ｂ種種類株式の発行条件の決定にあたっては、公正性を期すため、当社および割当予定
先から独立した第三者算定機関であるクレジオ・パートナーズ株式会社（以下「クレジオ・パート
ナーズ」といいます。）に対してＢ種種類株式の価値算定を依頼し、Ｂ種種類株式の評価報告書
（以下「優先株式評価報告書」といいます。）を取得しております。
　第三者算定機関であるクレジオ・パートナーズは、Ｂ種種類株式の株式価値の算定手法を検討し
た結果、一般的な価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによる評価手法を採用
し、一定の前提（Ｂ種種類株式の転換価額、割当予定先が普通株式を対価とする取得請求権または
割当予定先が金銭を対価とする取得請求権を行使するまでの期間、当社普通株式の株価、株価変動
性（ボラティリティ）、配当利回り、無リスク利子率、割引率等）の下、Ｂ種種類株式の公正価値
の算定をしております。優先株式評価報告書において2025年８月28日の東証終値を基準として算
定されたＢ種種類株式の価値は、１株当たり49,859～56,323円とされております。
　上記のとおり、当社としては、Ｂ種種類株式の払込金額には合理性が認められると考えており、
また、クレジオ・パートナーズによる優先株式評価報告書における上記評価結果を踏まえれば、会
社法上、Ｂ種種類株式の払込金額（１株当たり50,000円）は割当予定先に特に有利な金額に該当し
ないと判断しております。
　しかしながら、Ｂ種種類株式には客観的な市場価格がなく、また、種類株式の評価は非常に高度
かつ複雑であり、その評価については様々な考え方があり得ることから、会社法上、Ｂ種種類株式
の払込金額が割当予定先に特に有利な金額であるとされる可能性も完全には否定できないため、念
のため、本臨時株主総会での会社法第199条第２項に基づく有利発行に係る株主総会の特別決議に
よる承認を得ることを条件としてＢ種種類株式を発行することといたしました。

（４）発行数量および株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠
　Ｂ種種類株式については、2025年10月17日以降に行使可能な普通株式を対価とする取得請求権
が付されておりますが、この取得請求権が当初の取得価額で全て行使された場合、普通株式
1,729,728株が交付され、その議決権数は17,297個となります。そのため、Ｂ種種類株式の潜在
株式数の希薄化率は、2025年２月28日現在の当社の発行済株式総数11,801,822株に対して
14.66％、議決権総数117,692個に対して14.70％となり、本第三者割当により希薄化が生じま
す。なお、Ｂ種種類株式にかかる剰余金の配当が行われず未払配当金相当額が累積した場合、上記
取得請求権の行使により転換される当社普通株式の数はさらに増加します。
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　一方で、本第三者割当は、当社の財務体制の安定化および市場での普通株式の大量売買に伴う株
価の暴落抑制に寄与するものと考えており、既存株主の皆様に対して潜在的に希薄化は生じるもの
の、中長期的には企業価値の向上に資するものであると判断しております。

（５）割当予定先を選定した理由
　当社は本第三者割当において、当社の現況、事業概要、事業戦略、財務状況および課題について
理解した上で、資金調達に賛同いただける割当予定先を検討してまいりました。その中で、当社
は、2023年５月に発行した当社のＡ種種類株式を保有するMIT広域再建支援を運営する株式会社
MIT Corporate Advisory Servicesおよび同じくＡ種種類株式を保有するHiCAP４号を運営するひ
ろぎんキャピタルパートナーズ株式会社との間で当社の資本政策に関して協議を重ねる中で、Ａ種
種類株式と概ね同内容であるＢ種種類株式を新たに発行し、同社が運用するファンドに割り当てる
今回の資金調達を実施することが当社の資本政策として最良であると判断し、割当予定先を選定い
たしました。
　HiCAP５号は、株式会社広島銀行の持株会社である株式会社ひろぎんホールディングス100％出
資の投資専門会社であるひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社が組成したファンドとなりま
す。HiCAP５号とは、2024年９月より企業価値向上施策等について協議を重ね、HiCAP５号は地
域活性化を目的の一つに組成されたファンドであり、投資先の課題解決に当たり、ファンドを通じ
た資本提供だけでなく、ひろぎんホールディングスグループが持つネットワークやコンサルティン
グ機能の活用も期待できることから、当社の企業価値向上にご協力いただける相手と確信し、
2024年12月にHiCAP５号を割当予定先として選定しました。
　MIT広域再建支援とは、2024年９月より企業価値向上施策等について協議を重ね、MIT広域再建
支援は、事業の承継・再編・再構築を通じた成長支援を主な目的とし、業務執行組合員である株式
会社MIT Corporate Advisory Servicesが蓄積したコンサルティングノウハウやファンドノウハウ
を活用し、投資先に寄り添った徹底した現場主義によるハンズオン支援により投資先の企業価値の
向上を図っているファンドであり、当社の企業価値向上にご協力いただける相手と確信し、2024
年12月にMIT広域再建支援を割当予定先として選定しました。

　株主の皆様におかれましては何卒諸事情ご賢察のうえ、ご承認賜りますようお願い申しあげま
す。
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第３号議案　資本金および資本準備金の額の減少の件
　第２号議案の「第三者割当による種類株式（Ｂ種種類株式）発行の件」による新株式の発行により資
本金および資本準備金の額がそれぞれ160,000,000円増加する見込みでありますが、今後の資本政策の
柔軟性・機動性の確保と税負担の軽減を図るため、第１号議案「定款一部変更の件」および第２号議案
「第三者割当による種類株式（Ｂ種種類株式）発行の件」が原案どおり承認可決され、Ｂ種種類株式の
第三者割当に係る払込みが行われることを条件に、資本金および資本準備金の額をそれぞれ減少し、そ
の他資本剰余金に振り替えさせていただきたいと存じます。

（１）減少する資本金の額
　　160,000,000円
　なお、本第三者割当に係る払込みと同時に資本金の額が160,000,000円増額いたしますので、効力発
生日後の資本金の額は効力発生前の資本金の額より減少いたしません。

（２）減少する資本準備金の額
　　160,000,000円
　なお、本第三者割当に係る払込みと同時に資本準備金の額が160,000,000円増額いたしますので、効
力発生日後の資本準備金の額は効力発生前の資本準備金の額より減少いたしません。

（３）資本金および資本準備金の額の減少が効力を生ずる日
　　2025年10月17日

　（ご参考）
　資本金および資本準備金の額の減少の効力発生後の資本金および資本準備金の額
　資本金　　　30,000,000円
　資本準備金　　　　　　０円
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自己株式の取得議案

第４号議案　特定の株主（株式会社ローソン）からの自己株式取得の件
　当社の主要株主である株式会社ローソンより、政策保有株式の縮減方針に従い同社が保有する当社株
式の全てを売却する意向を受け、同社が保有する株式を当社が自己株式として取得し、将来の経営環境
の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第156条第１項、第160条第１項
および第161条の規定に基づき、以下のとおり相対取引により同社から自己株式を取得することといた
したいと存じます。

１．取得する株式の種類
　　　普通株式
２．取得する株式の総数
　　　2,150,300株（上限）
３．株式を取得するのと引換えに交付する金銭等の内容および総額
　　　金378,452,800円（上限）
４．株式１株を取得するのと引換えに交付する金銭等の額の算定方法
　　　以下の（１）または（２）に掲げる価格のいずれか低い方の価格とする。

（１）当社普通株式の2025年９月１日から2025年10月15日までの各営業日における東京証券取
引所における終値の平均値（上記期間中の営業日における終値の合計を当該営業日数で除す
ることにより算出する。なお、上記算出にあたり終値がない営業日は除く。）に、0.8を乗
じて算出された金額（１円未満の端数切捨て）

（２）本臨時株主総会の決議日の前日における東京証券取引所における終値（但し、同日に取引が
ない場合はその後最初になされた売買取引成立価格とする。）

５．株式を取得することができる期日
　　　2025年10月17日
６．取得する株主
　　　株式会社ローソン
７．会社法第160条第１項の定め
　　　会社法第158条第１項の規定による通知を上記６の特定の株主に対してのみ行う。
（ご参考）
　本自己株式取得にあたって、株式１株と引換えに交付する金銭等の額は、会社法第161条および会社
法施行規則第30条により算定されるものを超えないため、株式会社ローソン以外の株主様には、会社法
第160条第２項および第３項による売主追加請求権は生じません。

以上
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定款一部変更議案２

　普通株主による種類株主総会参考書類
議案および参考事項
議案　定款一部変更の件
　臨時株主総会参考書類５頁から32頁に記載の第１号議案「定款一部変更の件」の内容と同一でありま
す。

以上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
JMSアステールプラザ　２階多目的スタジオ
広島市中区加古町４－17
電話　082-244-8000

横川駅 新白島駅 広島駅

広島城

バスセンター
県庁

NHK平和記念公園
平和大通り

舟入町

広島市文化交流会館
（HBGホール） 加古町

市役所前

広島市役所
JMSアステールプラザ

国道2号

↑
広
島I.C.

吉
島
通
り

《JR広島駅から》
【市内電車ご利用の場合】
宇品行（紙屋町経由）－市役所前下車（600m）
江波行－舟入町下車（400m）
【バスご利用の場合】
広島バス24号路線
吉島営業所行または吉島病院行－加古町下車（200m）
【タクシーご利用の場合】
約15分

＜当日のご来場に際してのお願い＞
・上記の会場での開催となりますので、ご案内図をご参照のうえ、お間違えのないよう、ご来場を
　お願い申しあげます。
・駐車場の用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
・車いす等でのご来場でサポートが必要な方は、当日案内係にお申し出ください。


